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飯山満川事業再評価飯山満川事業再評価

平成２０年１月３０日平成２０年１月３０日

海老川流域懇談会事務局海老川流域懇談会事務局

事業再評価の対象事業再評価の対象事業事業
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防調事業Ｌ=2,780m

住宅基盤Ｌ=700m

第1調節池

Ｖ=9,700m
3

(既成)

第2,第3調節池

Ｖ=18,400m
3

防災調節池事業 L=2,780m

平成17年度に再評価実施

住宅市街地基盤整備事業 L=７００ｍ

今回の再評価対象
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事業再評価の背景事業再評価の背景

長引く景気低迷
公共事業予算の減少
公共事業への関心の高まり
情報の透明性の確保
国民の環境回帰指向

公共事業を評価する仕組み

環境への影響は？
時代のニーズに合うか？
他の方法はないの？
などの疑問に応える

１０年経過

事業開始 今回 完了予定

①①事業採択後事業採択後５５年経過して未着工年経過して未着工

②②事業採択後事業採択後1010年経過して継続中年経過して継続中

③③再評価実施後再評価実施後５５年経過した事業年経過した事業

[[対対 象象]]

５年毎 ５年毎

H10

H19
住宅市街地基盤整備事業

次回

事業再評価のルール事業再評価のルール（評価時期）（評価時期）

H24
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事業再評価のルール事業再評価のルール（評価者）（評価者）

すべての公共事業について

地域と密接な関係

計画策定段階から議論

評価監視委員会 流 域 懇 談 会

（千葉県県土整備部所管国庫補助事業再評価実施要領）

１）河川事業・ダム事業であり

２）河川整備計画策定のための

流域懇談会がある場合

事業再評価の視点事業再評価の視点

①① 事業の進捗状況事業の進捗状況

②② 社会経済情勢等社会経済情勢等

③③ コスト縮減・代替案の可能性コスト縮減・代替案の可能性

④④ 事業の投資効果事業の投資効果

流域懇談会の流域懇談会の意見意見に基づき河川管理者が判断に基づき河川管理者が判断

継継 続続 中中 止止

審審

議議



4

事業再評価のルール（評価指標）事業再評価のルール（評価指標）

河川整備に係る費用（Cost）と、得られる便益（Benefit）の
比率で評価。B/C≧1.0で事業の経済的妥当性を確認する。

河川整備に係る費用（Cost）と、得られる便益（Benefit）の
比率で評価。B/C≧1.0で事業の経済的妥当性を確認する。

視点① 事業の進捗状況

１号調節池が既に完了しており、事業全体
の進捗率は36.7％※。

２号調節池

１号調節池

住宅市街地基盤整備事業 L=７００ｍ H10～H22

２号調節池予定地

下流護岸整備済み箇所

全体事業費 ～Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０～

152.2億円 53.9億円 2.0億円 96.3億円

（進捗率） （35.4%） （36.7%） （残　63.3%）
※ H19年度末時点

未着手
完成済
他事業者による完成
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視点② 社会経済情勢等

流域内に鉄道駅が出来たことに起因する
宅地開発や船橋市で進めている土地区画
整理事業によって都市化が進行している。

昨年10月に開通した駅前道路芝山団地から望む飯山満駅

視点③ コスト縮減・代替案の可能性

鉄道近接の護岸構造の見直し及び2号3号
調節池のコスト縮減検討を図っている。ま
た、今後の事業で発生する掘削残土の有効
利用を図るなどコスト縮減に努める。

掘削残土の流用鉄道近接の護岸整備予定箇所
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視点④ 事業の投資効果

総便益（Ｂ）の算出

事業を実施することにより

軽減する被害額から算出

総費用（Ｃ）の算出

事業が完成するまでの建設

費とその後の維持管理費から

算出

費用便益分析の考え方費用便益分析の考え方

費用便益分析の考え方には、以下の２つがある。費用便益分析の考え方には、以下の２つがある。

ＡＡ 「残事業の投資効率性」の評価に当たっては・・「残事業の投資効率性」の評価に当たっては・・
再評価時点までに発生した既投資分のコストや既発現便益を考慮せず、事再評価時点までに発生した既投資分のコストや既発現便益を考慮せず、事

業を継続した場合に今後追加的に必要になる事業費並びに便益のみ対象と業を継続した場合に今後追加的に必要になる事業費並びに便益のみ対象と
し、事業を「継続した場合」と「中止した場合」を比較する。し、事業を「継続した場合」と「中止した場合」を比較する。

B B 「事業全体の投資効率性」の評価に当たっては・・「事業全体の投資効率性」の評価に当たっては・・

再評価時点までに発生した既投資額を含めた総事業費と既発現便益を含再評価時点までに発生した既投資額を含めた総事業費と既発現便益を含
めた総便益を対象とし、事業を「継続した場合」と「実施しなかった場合」を比めた総便益を対象とし、事業を「継続した場合」と「実施しなかった場合」を比
較する。較する。
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総便益総便益BBの算出の流れの算出の流れ ※※事業全体の投資効率性事業全体の投資効率性

計画規模の出水が発生した場合の想定浸水区域計画規模の出水が発生した場合の想定浸水区域

ですです

飯山満川は、飯山満川は、50mm/hr50mm/hr降雨対応規模です降雨対応規模です

被害額には被害額には「「直接被害直接被害」」とと「「間接被害間接被害」」がありますがあります
直接被害（家屋・家庭用品の被害や農作物被害など）直接被害（家屋・家庭用品の被害や農作物被害など）

間接被害（営業停止被害や応急対策費用など）間接被害（営業停止被害や応急対策費用など）

事業を実施しない場合と実施した場合の被害の差事業を実施しない場合と実施した場合の被害の差
分を被害軽減額といい、分を被害軽減額といい、11年間に期待することがで年間に期待することがで
きる被害軽減額ですきる被害軽減額です

堤防や護岸及び用地の価値のことです堤防や護岸及び用地の価値のことです

事業期間及び事業完了後事業期間及び事業完了後5050年間を評価対象期間年間を評価対象期間
として年平均被害軽減期待額から算出したものにとして年平均被害軽減期待額から算出したものに
残存価値を加えたものです残存価値を加えたものです

想定浸水区域の設定

想定被害額の算出

年平均被害軽減期待額
の算出

残存価値の算出

総便益（B)の算出

総費用総費用CCの算出の流れの算出の流れ ※※事業全体の投資効率性事業全体の投資効率性

事業着手時から完成までの総事業費で、堤防など事業着手時から完成までの総事業費で、堤防など
の工事費、用地・補償費、間接経費がありますの工事費、用地・補償費、間接経費があります

事業着手時から完成後、評価期間（事業着手時から完成後、評価期間（5050年間）の維年間）の維
持管理費で、堤防の除草などにかかる費用です持管理費で、堤防の除草などにかかる費用です

総事業費に維持管理費を加えたものです総事業費に維持管理費を加えたものです
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飯山満川浸水想定区域図（50mm/hr規模）

①想定浸水区域 33ha

②想定浸水区域内家屋 552戸

①想定浸水区域 33ha

②想定浸水区域内家屋 552戸

約8年に一回発生するであろう時間最大雨量５０ｍｍ規模の
降雨によってもたらされる洪水において、図の色塗りした区域
の浸水が想定される。

被害軽減額のイメージ被害軽減額のイメージ ※※事業全体の投資効率性事業全体の投資効率性

事業未着手時は効果ないため被害軽減なし

事業実施で一部効果発現により被害軽減
減・・・・・・・・・・・・※湛水深が浅くなる

事業完了により、計画規模の降雨に
対しては被害がなくなる

安全度

被
害
軽
減
額

着手時 現時点 完成

Ex）1億円

Ex）4億円

安全度
着手時 現時点 完成

事業全体の投資効率
性の評価を行なう場合
の被害軽減額は
多角形ＡＢＣＥＤの面積

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ Ｅ
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総便益の算定 ※※事業全体の投資効率性事業全体の投資効率性

50mm/hr規模（確率規模1/8.3）の洪水で発生
が想定される浸水区域内
・浸水面積：33ha
・浸水戸数：552戸
の年平均被害軽減額を算出すると、28.4億円。

これが、事業完了後、50年間にわたって効果
を発揮するものとして累加すると、改修によ
る総便益は、561.8億円。

総便益(B) 561億円

総費用の算定 ※※事業全体の投資効率性事業全体の投資効率性

現在の価格で評価した建設費（これまでの
建設費＋今後の建設費）は、151.1億円。

現在価値化した建設費とその後の50年間に
わたる維持管理費を加味すると総費用は、
152.6億円。

総費用(C) 152億円
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事業の事業の投資効果投資効果(B(B／／C)C) ※※事業全体の投資効率性事業全体の投資効率性

総費用Ｃ
(Cost)

152億円
総便益Ｂ
(Benefit)

561億円
B/C=3.68 > 1.0

注：費用便益比は､防災調節池事業､住宅市街地基盤整備事業に
よる総費用と総便益より算出した。

Ｃ 建設費【現在価値化】 151.1億円

費 維持管理費【現在価値化】 1.5億円

用 総費用（合計） 152.6億円

Ｂ 便益【現在価値化】 553.1億円

便 残存価値【現在価値化】 8.7億円

益 総便益（合計） 561.8億円

費用便益比（CBR）Ｂ/Ｃ 3.68

総便益総便益BBの算出の流れの算出の流れ ※※残事業の投資効率性残事業の投資効率性

計画規模の出水が発生した場合の想定浸水区域計画規模の出水が発生した場合の想定浸水区域

ですです

飯山満川は、飯山満川は、50mm/hr50mm/hr降雨対応規模です降雨対応規模です

被害額には被害額には「「直接被害直接被害」」とと「「間接被害間接被害」」がありますがあります
直接被害（家屋・家庭用品の被害や農作物被害など）直接被害（家屋・家庭用品の被害や農作物被害など）

間接被害（営業停止被害や応急対策費用など）間接被害（営業停止被害や応急対策費用など）

事業を事業を継続した継続した場合と場合と中止中止した場合した場合の被害の差分の被害の差分
を被害軽減額といい、を被害軽減額といい、11年間に期待することができ年間に期待することができ
る被害軽減額でする被害軽減額です ※※評価時点までに発生した便益評価時点までに発生した便益
（既発現便益）は考慮しない（既発現便益）は考慮しない

堤防や護岸及び用地の価値のことです堤防や護岸及び用地の価値のことです

事業期間及び事業完了後事業期間及び事業完了後5050年間を評価対象期間年間を評価対象期間
として年平均被害軽減期待額から算出したものにとして年平均被害軽減期待額から算出したものに
残存価値を加えたものです残存価値を加えたものです

想定浸水区域の設定

想定被害額の算出

年平均被害軽減期待額
の算出

残存価値の算出

総便益（B)の算出
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総費用総費用CCの算出の流れの算出の流れ ※※残事業の投資効率性残事業の投資効率性

再評価年度以降再評価年度以降からから完成までの総事業費で、堤防完成までの総事業費で、堤防
などの工事費、用地・補償費、間接経費がありますなどの工事費、用地・補償費、間接経費があります
※※再評価年度前年度までの既投資額は計上しない再評価年度前年度までの既投資額は計上しない

再評価年度以降再評価年度以降から完成後、評価期間（から完成後、評価期間（5050年間）年間）
の維持管理費で、堤防の除草などにかかる費用での維持管理費で、堤防の除草などにかかる費用で
すす

総事業費に維持管理費を加えたものです総事業費に維持管理費を加えたものです

飯山満川浸水想定区域図（50mm/hr規模）

①想定浸水区域 33ha

②想定浸水区域内家屋 552戸

①想定浸水区域 33ha

②想定浸水区域内家屋 552戸

約8年に一回発生するであろう時間最大雨量５０ｍｍ規模の
降雨によってもたらされる洪水において、図の色塗りした区域
の浸水が想定される。
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被害軽減額のイメージ被害軽減額のイメージ

安全度

被
害
軽
減
額

着手時 現時点 完成

Ex）1億円

Ex）4億円

安全度
着手時 現時点 完成

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ Ｅ

残事業の投資効率性
の評価を行なう場合の
被害軽減額は、
四角形ＢＣＥＤの面積
※三角形ＡＢＤの既発
現便益は計上しない

事業未着手時は効果ないため被害軽減なし

事業実施で一部効果発現により被害軽減
減・・・・・・・・・・・・※湛水深が浅くなる

事業完了により、計画規模の降雨に
対しては被害がなくなる

総便益の算定 ※※残事業の投資効率性残事業の投資効率性

50mm/hr規模（確率規模1/8.3）の洪水で発生
が想定される浸水区域内
・浸水面積：33ha
・浸水戸数：552戸
の年平均被害軽減額を算出すると、27.5億円。

これが、事業完了後、50年間にわたって効果
を発揮するものとして累加すると、改修によ
る総便益は、541.1億円

総便益(B) 541億円



13

総費用の算定 ※※残事業の投資効率性残事業の投資効率性

現在の価格で評価した建設費（再評価年度
以降、今後必要となる建設費）は、
81.6億円 ※これまでの建設費は計上しない。

現在価値化した建設費とその後の50年間に
わたる維持管理費を加味すると総費用は、
82.7億円

総費用(C) 82億円

事業の事業の投資効果投資効果(B(B／／C)C) ※※残事業の投資効率性残事業の投資効率性

総費用Ｃ
(Cost)

82億円
総便益Ｂ
(Benefit)

541億円
B/C=6.55 > 1.0

注：費用便益比は､防災調節池事業､住宅市街地基盤整備事業に
よる総費用と総便益より算出した。

Ｃ 建設費【現在価値化】 81.6億円

費 維持管理費【現在価値化】 1.1億円

用 総費用（合計） 82.7億円

Ｂ 便益【現在価値化】 535.5億円

便 残存価値【現在価値化】 5.6億円

益 総便益（合計） 541.1億円

費用便益比（CBR）Ｂ/Ｃ 6.55
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事業の事業の投資効果投資効果(B(B／／C)C)
事業全体と残事業を比較すると事業全体と残事業を比較すると

事業全体の評価 残事業の評価

Ｃ 建設費【現在価値化】 151.1億円 81.6億円

費 維持管理費【現在価値化】 1.5億円 1.1億円

用 総費用（合計） 152.6億円 82.7億円

Ｂ 便益【現在価値化】 553.1億円 535.5億円

便 残存価値【現在価値化】 8.7億円 5.6億円

益 総便益（合計） 561.8億円 541.1億円

費用便益比（CBR）Ｂ/Ｃ 3.68 6.55

項　目

視点① 事業の進捗状況

進捗状況 36.7% 駅広の整備に合わせ護岸工事に着手

視点② 社会経済情勢等

鉄道開通による沿川の開発進展。飯山満土地区画整理

事業も進行中で、一体となった河川整備が必須。

視点③ コスト縮減等

護岸構造等の見直しや掘削土の再利用を図る。

視点④ 事業の投資効果

費用対効果 B／C=3.68 ＞ 1.0（全体事業の評価）

費用対効果 B／C=6.55 ＞ 1.0（残事業の評価）

視点①視点① 事業の進捗状況事業の進捗状況

進捗状況進捗状況 36.7%36.7% 駅広の整備に合わせ護岸工事に着手駅広の整備に合わせ護岸工事に着手

視点②視点② 社会経済情勢等社会経済情勢等

鉄道開通による沿川の開発進展。飯山満土地区画整理鉄道開通による沿川の開発進展。飯山満土地区画整理

事業も進行中で、一体となった河川整備が必須。事業も進行中で、一体となった河川整備が必須。

視点③視点③ コスト縮減コスト縮減等等

護岸構造等の見直しや掘削土の再利用を図る。護岸構造等の見直しや掘削土の再利用を図る。

視点④視点④ 事業の投資効果事業の投資効果

費用対効果費用対効果 BB／／C=C=3.683.68 ＞＞ 1.01.0（全体事業の評価）（全体事業の評価）

費用対効果費用対効果 BB／／C=C=6.556.55 ＞＞ 1.01.0（残事業の評価）（残事業の評価）

事務局提案事務局提案

よって、事業を継続するよって、事業を継続することとしたい。こととしたい。
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